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平成22年度 事業報告
 

 

 

当協会は、平成22年度事業を「戦略的事業」(ときどきの課題･状況に応じて経営資源を投入する事業)、「恒

常的事業」(協会として、原子力推進に資するため恒常的に実施する事業)、「日常業務」(各事業を実施する上

で日常的に実施する基礎的業務や各事業のサポート業務)に区分し、次の4分野で策定するとともに、事業集

中の方向性として「地域」「人材」「国際」をキーワードに事業を展開した。 

 

１．理解促進・社会合意形成 

 

２．規制対応・基盤整備 

 

３．国際協力・国際展開 

 

４．会員連携・会員サービス 

 

 

平成22年度における主な事業活動実績は以下の通りである。 
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１．理解促進・社会合意形成 

 

 

① 会長・理事長等による国論形成活動 

原子力平和利用の重要性の認識を共有し、原子力

開発利用を円滑に推進するため、会長・理事長等に

よる原子力関係者等との懇談、時宜に適った声明・

コメントの発信、新聞・雑誌への寄稿や海外要人と

の懇談等を行った。 

・理事長コメントを発信（「島根原子力発電所の点検

漏れについて（4月）」「もんじゅの運転再開によ

せて（5月）」「原子力発電所の保安活動総合評価

について（7月）」「責任ある開発に期待する～中

国エネルギー消費世界一の記事に接して（7月）」

「ベトナムの円滑な原子力発電導入に協力する

－わが国がパートナーに選定されたことについ

て－（11月）」「『原子力人材育成ネットワーク』

の発足にあたって（11月）」「新原子力政策大綱の

策定に関する議論の開始にあたって（1月）」「原

子力発電所の安全規制高度化の議論に向けて（2

月）」） 

・第43回年次大会開催に先立ち、理事長インタビュ

ーと事前告知を山陰中央新報に掲載、大会終了後

に立地14地方紙へ、年次大会の企画記事を掲載 

・中央5紙論説委員との懇談会（2月） 

・会長・理事長による来日海外要人との懇談会を随

時実施。理事長はベトナム（5月）、ロシア（6月）、

米国（5月、10月、2月）、英国（8月）、UAEおよ

びヨルダン(10月、3月)を訪問し、海外要人と懇談 

・在日大使館・代表部招待レセプションを実施し、

各国外交官との関係構築、情報交流を実施（1月） 

 

② 地域との連携促進 

地域オピニオンリーダー間の情報共有を促進し、

全国大の原子力理解促進をはかるため、「JAIF地域

ネットワーク」を中心としたWebや意見交換会等の

コミュニケーション活動を行った。また、地域との

共生策を探るため、立地地域関係団体等との連携活

動を行った。 

○地域ネットワーク 

地域で、原子力が抱える課題について考えるグル

ープを育成すると共に、それぞれのグループの活動

が草の根的に広がるよう以下を実施した。 

・年次大会の海外講演者とネットワークメンバーと

の意見交換を実施（4月） 

・ネットワークメンバーによる意見交換会、もんじ

ゅ・ふげん見学会、勉強会（(独)日本原子力研究

開発機構共催）を実施（11月、2月 計3回） 

・WIN-Globalメンバーやベトナム視察団とネット

ワークメンバーとの交流を実施（5月、8月 計2

回） 

・サイエンスカフェでの広報活動を実施（計6回） 

・ネットワークメンバー対象の高レベル放射性廃棄

物処分の対話集会を実施（計2回） 

・立地地域のトピックスを取材し、記事をメルマガ

として配信（12回） 

・メンバー拡充に向けた働きかけを実施（76名→

204名（個人52名、5団体（152名）） 

○立地地域関係団体との連携促進 

原子力開発利用を円滑に推進するため、原子力関

連施設の立地と深く係りのある機関等と意見交換、

事業の協力等を行った。 

○全国原子力発電所所在市町村協議会（全原協） 

・総会に会長が出席し挨拶（6月） 

・同幹事会メンバーを対象に高レベル放射性廃棄物

に関する勉強会実施（7月） 

・同役員会、幹事会で講演・意見交換会実施（10月、

11月） 

・同市町村連絡会にて講演・意見交換会実施（1月） 

○全国原子力発電所立地市町村商工団体協議会 

（全原商） 

・地域振興懇談会（8月）、地域振興研修会（3月）

に参加 

○電気事業連合会 

・当協会の立地地域に関する事業説明、情報交換を

実施（6月） 

○その他 

・敦賀市と地域状況・もんじゅに関する情報交換（5

月） 

・(財)海洋生物環境研究所と温排水影響勉強会を開

催（7月） 
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・四社連絡会（全国漁業協同組合連合会、電気事業

連合会、(財)海洋生物環境研究所、原産協会）開

催（7月） 

・エネルギーシンポジウムin柏崎・刈羽に参加（11

月） 

・地方原子力懇談会組織訪問（7回） 

 

③ 高レベル放射性廃棄物処分事業に係る社会合

意形成の推進 

高レベル放射性廃棄物の地層処分事業が広く社

会の理解を得て進められるよう、以下の活動を実施

した。 

・各地で地域のオピニオンリーダー的な人を対象に、

高レベル放射性廃棄物処分事業の必要性や安全

性についての対話集会を開催（18回、内 次世代

を担う若者（大学）を対象とした対話 11回）。 

・「高レベル放射性廃棄物処分問題の政治の役割につ

いて」をテーマとしたシンポジウムを開催（12月、

都内開催、220名参加）。 

・中部原子力懇談会との共催で、地方自治体等が開

催する環境・産業企画展へ地層処分に関するパネ

ルや模型を展示したブースを出展（長野、静岡、

名古屋および四日市の各市内）。 

・平成21年度にとりまとめた報告書（国が前面に立

った地層処分の取り組み）について25会員自治体

から意見をいただき、国や原子力政策大綱策定会

議の主要メンバーに報告。いただいた地域の意見

の政策反映に努めた。 

 

④ 報道機関への原子力情報の提供 

原子力への正しい理解を促進するため、一般社会

へ伝える立場である報道メディア（全国紙、地方紙、

定期刊行物、海外メディア等を含む）関係者への適

切な情報提供と、論説委員をはじめ報道関係者と協

会幹部等との時宜を得た懇談会を開催した。 

メディア関係者からの取材要請等に適切に対応

するとともに、報道関係者の関心の高い内容につい

ては、「原子力プレスキット」として資料集をホーム

ページ上に公開し、正確な情報発信に供した。 

平成22年度の具体的な活動は以下の通り。 

・今井会長と主要全国紙論説委員との懇談会を開催

（2月） 

・当協会の活動などを紹介するプレスリリースを実

施（12回） 

・原子力産業の海外展開に関する提言、世界の原子

力発電開発動向、設備利用率向上への課題等につ

いて報道関係者に説明し、意見交換するプレスブ

リーフィングを開催（7回） 

・ホームページ上で、最近の原子力界の動向に関す

るデータを中心にプレスキットを適宜更新（5回） 

・メディア関係者の取材および情報提供対応（259

件 前年比3.1倍） 

3月11日に発生した東日本大震災を発端にした福

島第一原子力発電所事故に関しては、多くの幅広い

メディアからの問い合わせに迅速に対応した。 

 

⑤ 原産年次大会を通した課題提起･発信 

国内外のエネルギー・原子力に関する有益な最新

情報を多数の参加者へ提供し、メディアを通じた社

会への効果的発信をはかるため、第43回大会を「エ

ネルギー供給と温暖化対策の担い手として－原子力

の将来を考える」を基調テーマとして、平成22年4

月20日から22日までの3日間、島根県松江市で開催

した。本大会には海外参加者80名（19か国・地域、

3国際機関）を含む1,060名が参加した。大会終了後

に概要をまとめた動画配信を行うとともに、立地14

地方紙へ企画記事を掲載した。 

第44回大会については、平成23年4月に愛媛県松

山市で開催することとして準備を進めていたが、東

日本大震災による福島第一原子力発電所事故の影響

から、開催中止を決定した。 

 

⑥ 全国大での原子力に関する意識調査 

原子力発電所立地地域と非立地地域のエネルギ

ーに対する意識や原子力・原子力発電への認知・理

解・期待度等の意識を調査し、人々の意識に加え、

立地地域、非立地地域といった地域性に基づく分析

を行い、政策意思決定者等へ調査結果を提供するこ

とによる政策への反映や、地域ネットワーク等にお

ける活用を図ることを目的として、2月に全国規模

でインターネット調査による原子力に関する意識調

査（継続）を実施した。（立地地域1,033件、非立地

地域1,030件、合計2,063件を回収）。 

 

⑦ 国内への原子力情報の発信 

○ニュークレオニクス･ウィーク日本語版の発行 



－4－ 

米国プラッツ社が発行する原子力専門情報誌

「Nucleonics Week」を、日本語に翻訳し、さらに

原子力専門家による監修を経て、「ニュークレオニク

ス・ウィーク日本語版」を編集し発行した。（毎週発

行、発行回数：年間51回、発行部数：266部 昨年

比2部増） 

購読者に対して、過去の記事を公開するための過

去記事のデータベースを充実させた。 

○原子力産業新聞の発行 

毎週発行の「原子力産業新聞」は、専門紙として

他メディアとの差別化をはかり、取材・寄稿等の協

力者増加による内容の掘り下げ、国内外主要機関・

企業のニュースの掘り起こしなどに努めた。電力・

メーカー・研究機関・研究者のトップ・インタビュ

ー・シリーズ、コラム論人、問題を絞った寄稿文を

掲載した。わかりやすく解説することを主眼とした

新シリーズ「原子力ワンポイント」のコーナーを立

ち上げ、「原子力発電の役割と今後の展開」で出力向

上について取り上げたほか、「広く利用される放射

線」を掲載。 

福島第一原子力発電所事故については、毎週詳報 

し、日々変化する状況を主要事項に焦点をあて編集

し、わかりやすい報道を行った。 

タイムリーなテーマを取り上げて原産新聞に掲

載し紙面充実を図ることを目的に計画した「原産新

聞主催セミナー」は、東日本大震災の発生のため中

止した。 

平成22年度の具体的な掲載記事は以下の通り。 

・「原子力を見据える」シリーズ：近藤経済産業大臣

政務官、五十嵐日本電機工業会原子力政策委員長、

武藤電気事業連合会原子力開発対策委員長らに

インタビュー 

・原子力ワンポイント・コーナーを立ち上げ、「原子

力発電の役割と今後の展開」として、出力向上に

ついて分かりやすく解説 

・加納参議院議員の退任インタビュー掲載 

・「原子力の日」特集として、鈴木(独)日本原子力研

究開発機構理事長、清水電気事業連合会会長、西

田東芝会長、和気慶大教授に個別インタビュー 

・遠藤哲也氏の「日米原子力協定交渉の検証」を連

載 

・福島第一原子力発電所の事故報道を詳報 

 

 

 

 

２．規制対応・基盤整備 

 

 

 原子力発電･原子燃料サイクルの推進･規制対応 

① 規制課題に関わる検討･提言 

合理的な安全規制を実現するため、規制当局と産

業界とのコミュニケーション促進を図るとともに、

原子力関連の各種法規制に係る課題を洗い出し、規

制の改善、見直しに向けて関係機関等と連携して国

への働きかけ等を行った。 

平成22年度の主な活動は以下の通り。 

・規制当局との意見交換会（ラウンドテーブル）を

開催（7月、11月）し、安全規制制度高度化の方

向性等についてオープンな議論を行った。 

 

② 被ばく管理一元化提言の実現活動 

原子力・放射線従事者の被ばく管理一元化の実現

に向けた日本学術会議の提言作成に協力した。提言

報告書は、平成22年7月に公表され、その後、実現

に向けた国への働きかけや具体的方策の検討に協力

した。 

 

③ 放射性物質の輸送･貯蔵に係る提言 

放射性物質の輸送･貯蔵に係る課題として、平成

18年7月から、ⅰ「輸送容器の設計承認取得後の変

更に係るルール化、ガイドライン作成」、ⅱ「使用済

燃料輸送容器の事業所外輸送と事業所内輸送の承認

手続きの見直し」、ⅲ「輸送･貯蔵兼用容器の製造時

検査、設工認の規制見直し」、ⅳ「今後の輸送量増加

に対応すべき輸送実務の合理化に向けた検討」につ

いて、委員会を設置し取り組んでおり、このうち、

ⅰについては、具体的な事例をもって規制当局と話

し合いを行っていくこととして、本委員会での検討
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は終了し、今後実績を積み改善すべきことがでてき

た時は本委員会に報告することとした。 

 

④ 3Sを前提とした原子力平和利用推進 

原子力平和利用推進に対する我が国原子力産業

の貢献に資するため、産業界の立場から、3S（保障

措置（核不拡散）、原子力安全、核セキュリティ）を

確保しつつ海外展開を進めていく上での課題を抽出、

対応策検討の結果を提言としてまとめ、4月に仙谷

国家戦略担当大臣（当時）、岡田外務大臣（当時）に

提出した。引き続き、提言でカバーされていないイ

ンドへの海外展開に関して検討し、9月に産業界と

してのステートメントを公表した。提言事項につい

ては政府の対応状況を追跡し、確認した。 

 

 産業基盤整備 

① 原子力人材問題への対応 

○人材育成ネットワーク 

「原子力人材育成関係者協議会」の提言を受け、

原子力分野の技術者、研究者の育成･確保の効果的、

効率的な実施を目的として、産官学が一体となって、

「原子力人材育成ネットワーク」を11月に設立した。 

ネットワークの概略は以下の通り。 

・初期参加メンバーは51機関、ネットワーク運営委

員長に服部原産協会理事長を選出。 

・当協会は、(独)日本原子力研究開発機構とともに

ネットワーク事務局を担当。 

・ネットワークの当面の課題は次の5項目。 

ⅰ．高等教育の人材育成 

ⅱ．日本人の国際化 

ⅲ．新規導入国の人材育成支援 

ⅳ．初等中等教育段階の人材育成 

ⅴ．実務段階の人材育成と技術継承 

ⅰ．高等教育の人材育成、ⅱ．日本人の国際化は、

優先度が高いことから、産官学関係者による分科会

をそれぞれ設置し、具体的活動の検討を開始。 

当協会は、ⅳ．初等中等教育段階の人材育成、ⅴ．

実務段階の人材育成と技術継承の事務局を担当。関

係者へのインタビュー等により情報収集開始。電気

事業連合会原子力人材育成ワーキンググループと情

報共有。 

・原子力施設設備、人材、教材等に関するデータベ

ース構築のため情報収集開始（2月）。 

・北米、欧州の原子力人材育成海外調査に参加し、

ネットワークについて紹介するとともに、連携協

力の可能性について海外機関と意見交換（3月）。 

・原子力・放射線に関する教育情報提供サイトとし

て、「原子力教育情報ポータルサイト」を当協会

ホームページ内にオープン（3月）。 

○向坊隆記念事業 

環境やエネルギー分野において、国内外で活躍す

る若手リーダーの育成を目的に、平成20年度に創設

した「向坊隆記念国際人育成事業」として、「世界原

子力大学（WNU）夏季研修」（英国オックスフォー

ドで6週間開催）への参加費助成を行った。 

・平成21年度に選考した、会員企業･機関の若手4名

を平成22年夏季研修に派遣。 

・平成23年度夏季研修参加支援対象者5名を選考。 

○原子力産業セミナー 

大学生等を対象に、原子力産業の紹介と職場とし

ての魅力をアピールし、原子力産業界の人材確保の

一助とするため、合同企業説明会方式の第5回原子

力産業セミナーを12月に開催した。平成22年度は前

年と同様東京、大阪（関西原子力懇談会と共催）で

開催した。 

・参加企業は延べ65社、来場学生は延べ1,903名。

（前年は60社、1,116名参加） 

・本セミナーは、3府省の後援、9団体の協賛で開催

し、産業展示も実施。 

 

② 量子放射線利用の普及促進他 

国内関係各機関の協調･分担による、量子放射線利

用の普及活動推進を目指し、「量子放射線利用普及連

絡協議会」を2回開催した。同協議会では、医療用

アイソトープ原料（モリブデン99）の安定供給問題

や、放射線はなぜ嫌われるのか、食品照射の過去・

現在・課題に関する情報共有･意見交換を行った。 

・放射線に関する理解促進コラムを作成し、原産新

聞に連載中。 

・協議会のメンバーを中心にアンケート調査を行い、

主に「放射線の正しい知識の普及」「放射線利用

促進」に関する要望を整理し取りまとめた。（新

大綱・策定会議の再開後、報告予定。） 

 

③ 原子力産業に関する実態調査 

わが国における原子力発電に係る産業の経済面、
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人材面等の実態を把握し、その分析を通じて、産業

の健全な発展に資すると共に、各分野における関係

者の参考となる基礎資料を提供するため、2009年度

を対象とした原子力関係売上高、支出高、原子力関

係従事者数等についての調査を行った。463社を対

象に調査票を発送し、213社から回答を得た（内訳：

電気事業者11社、鉱工業他193社、商社5社）。 

本調査は、2008年度調査から「原子力発電に係る

産業動向調査」として、大きく内容を改定し、今回

が改定後2回目の調査となっている。また、今回の

調査結果報告では、2008年度実施分との比較分析を

実施した。 

 

④ 原子力損害賠償に関する調査・研究・情報提供 

原子力産業界の適切な産業活動や国際展開に不

可欠な原子力損害賠償制度について、外部からの情

報収集、調査研究を行い、その結果をメールマガジ

ン配信、冊子配布、セミナー開催等によって会員内

外に広く提供し、制度の正しい理解を促進した。ま

た、海外展開に関する案件の具体化に対応して、導

入国制度への対処や条約加盟に向けて関係機関と共

に課題解決に向けた活動を行った。3月に発生した

福島第一原子力発電所事故に際して、制度について

外部への正確な情報提供を行いつつ、関係省庁に対

して適切な協力を行った。 

 

 

 

 

３．国際協力・国際展開 

 

 

① 日越協力 

我が国原子力産業の国際展開を促進するため、ベ

トナムへの原子力発電プラント輸出を目指したFS受

注に向けて、官民が連携して支援活動を実施した。

これらの成果が実り、10月末の日越首脳会談では、

中部ニントゥアン原子力発電所第２期計画（２基）

のパートナーに日本がなることが確認された。同じ

く10月には、ベトナム向け受注活動の中心的機関と

して国際原子力開発（JINED）が発足したことから、

以降、当協会の日越協力事業をJINEDに引継ぎ、今

後はJINEDとJICC（原子力国際協力センター）の活

動の補完的役割を行うことにした。 

平成22年度の主な活動は次の通り。 

・JAIFベトナム事務所（5月開所）を通じた情報収

集等（通年） 

・環境影響評価ミッション受入（3～4月） 

・ボー･ホン･フック計画投資大臣来日対応（4月） 

・ファム・カイン・トアン商工省エネルギー研究所

所長来日対応（4月） 

・第4回国際原子力発電展示会（ハノイ）への出展

および官民代表団派遣（5月） 

・ニントゥアン省原子力視察ミッション受入（6月） 

・APECエネルギー大臣会合参加商工省一行来日対

応（6月） 

・EVN・ニントゥアン省原子力視察ミッション受入

（7～8月） 

・科学技術省ティエン副大臣来日対応（10月） 

・フィン・ヴァン・チュン放射性・希元素技術研究

所専門家受入対応（10月） 

・「ベトナムのエネルギー問題に関するシンポジウ

ム」開催協力（3月） 

 

② アジア諸国・地域等との協力 

会員等のニーズを踏まえて、アジア諸国・地域と

の情報･意見交換を含む交流･協力を進め、原子力発電

の新規導入あるいは安定した原子力発電の推進に向

けた基盤整備の促進に貢献した。これらの活動の成

果および各国の最新原子力関連動向を会員に発信し

た。 

○アジア情報ハブ化 

・ハブ化事業の一環として中国（11月）、マレーシ

ア、タイ（2～3月）現地調査 

・ホームページに韓国、中国、ヨルダン、タイ、

マレーシアの最新情報を掲載。既存のベトナム、

インドネシアの情報更新。 

・福島第一原子力発電所事故について、地震発生

直後から英文情報を関係機関･関係者に継続的に

発信。 
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○アジア諸国・地域協力 

・クウェート国家原子力委員会一行との懇談（9月） 

・マレーシアのタジュディン・エネルギー委員長

との懇談（9月） 

・マレーシア・エネルギー環境技術水大臣一行と

の懇談（9月） 

・第25回日台原子力安全セミナーの開催（11月、

台湾） 

・台湾電力・台湾大学の低レベル廃棄物関係調査

団受入（11月） 

・インド原子力発電公社専門家調査団招聘（11月） 

・モンゴル外交貿易省・国家大会議合同グループ

との懇談（1月） 

○英文版バイヤーズガイドの作成 

日本の原子力産業の国際展開を円滑に進めるため、

国際会議、国際展示会等において広く配布する「英

文版原子力バイヤーズガイド」を企画・作成した。

掲載機関は41社。（4月刊行予定） 

 

③ 欧米諸国等との協力 

燃料サイクルを含む原子力政策の円滑な推進、原

子力発電導入拡大に向けた環境整備のため、国内外

関係者のニーズに応じて、欧米諸国、国際機関等と

の交流･協力を実施した。日本の原子力開発・政策等

を発信するとともに、これら諸国・機関における原

子力関連動向をタイムリーに会員に提供した。 

○欧米諸国協力 

・第17回日仏原子力専門家会合の開催（9～10月、

ベルサイユ） 

・第17回日独原子力専門家会合を開催（10月、弘

前） 

・日米官民原子力ラウンドテーブル出席（5月、10

月、2月、ワシントン） 

・英国原子力産業協会（NIA）視察団来日協力と

懇談（3月） 

○日ロ協力等 

・ロシアATOMEXPO2010会議参加代表団派遣（6

月、モスクワ） 

・ロシア専門家による講演会開催「極北資源開発

における原子力利用」（12月） 

・ロシア専門家による講演会「ロシアの使用済み

燃料管理」（3月） 

・ロスアトムとの協力プログラム策定に伴うアン

ケート実施 

・カザフスタン原子力関係者との懇談（2月） 

・ポーランドエネルギー政策関係者との懇談（5

月、9月） 

○関係諸国、国際機関等との協力 

・米原子力エネルギー協会（NEI）年次総会参加

（5月、サンフランシスコ） 

・APEC大臣会合併設展示会へ出展（6月福井） 

・WNU夏期講座へメンター派遣（7～8月） 

・IAEA総会出席および併設展示会への出展（9

月、ウィーン） 

・在日大使館・代表部招待レセプション開催（1月） 

 

④ 海外への原子力情報の発信 

新興国などで原子力導入が活発化する中、日本の

原子力開発、原子力産業の動向を海外へタイムリー

に発信することの重要性から、関連情報をAtoms In 

Japanとして編集し、毎週定期的に英文ホームページ

上に公開、並行してメールマガジンの形で配信を行

った。配信先を増やし、幅広く情報を伝えることに

努めた。 

日本の原子力発電所の運転実績の英語版を作成し

ウェブサイトに掲載したほか、時宜を得たテーマに

よる特集記事をFOCUSとしてまとめ公開した。今井

会長など協会トップのコメントやメッセージを英文

で公開し、原産協会の見解等を海外に発信した。 

平成22年度の具体的な活動は以下の通り。 

・電子メールおよび英文ホームページによる英文ニ

ュース「Atoms In Japan」を週１回配信（配信

先：約1,440、掲載記事数：203本／年） 

・英文ホームページへのアクセス数（635,865アク

セス／年、前年比51倍） 

・AIJ Focusならびに会長所信や理事長コメントを

随時公開および配信（8回） 

・国内原子力発電所運転実績を作成し、英文ホーム

ページで毎月（毎年）公開 

・福島情報提供と発信（発電所状況表：52回、レポ

ート：38回、いずれも3月31日現在） 

○インターネットを活用した情報発信と動画配信 

一般向け、英文、会員専用の各ホームページで迅

速な情報掲載、データ更新に努めた。具体的な活動

は以下の通り。 

・年間アクセス数：一般向け156,077件（前年比63%
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増）、英語版635,865件（前年比5,370%増）、会員

専用3,671件（前年比6%減） 

・トップページの「海外の原子力ニュース」にWorld 

Nuclear News等からの主要な情報を翻訳して掲

載。 

・アジア原子力情報サイトに新たに韓国、マレーシ

アのデータを掲載したほか、タイ、ベトナム、イ

ンドネシアのデータを更新。 

・動画配信（インターネットTV）を活用した、よ 

り広い層への正確な原子力情報の伝達を行うた

め、原子力界、経済界、産業界で働いている層を

訴求先とし、「世界に誇る日本の原子力発電技術」

「第43回原産年次大会と開催地松江市の紹介」な

ど10番組を配信した（平均アクセス数は1,400超）。

「世界に誇る日本の原子力発電技術」は、英語バ

ージョンを海外向けに配信するとともにDVDも

配布した。 

 

 

 

 

４．会員連携・会員サービス 

 

 

① 会員向けの情報発信･提供 

・原子力産業界の交流活性化と原産協会会員の連携

強化を図るとともに、会員サービスを充実するた

め、会員専用ホームページを運営、会員向けメー

ルマガジン「原産会員エクスプレス」を毎月2回

発行した。 

・会員企業･団体および関係省庁の原子力関係課長以

上の氏名を収録した「原産協会会員人名録」を11

月に刊行し、会員特典として1部無料配布し会員

サービスに資した。刊行にあたり、「原産協会会

員人名録」に関するニーズ等把握のため利用者ア

ンケートを実施するとともに、記載内容充実のた

め新規入会会員紹介記事を掲載した。 

 

② 内外原子力開発動向調査 

海外における原子力開発等の動向を、継続的に掌握

し重点項目を調査するとともに、関係機関との連携に

より情報を収集し、以下の通り発信を行った。 

・海外動向については、継続的に原産新聞海外面に

て情報発信を実施、会員ホームページで月間動向

を発信した。 

・「世界の原子力発電開発の動向2010年版」を4月

に発行した（頒布900部）。 

 

③ 原産協会の広報活動 

当協会の活動を伝える「原産協会メールマガジン」

の配信や、会員サービスとして詳しい情報の提供を目

的としたメールマガジン「原産会員エクスプレス」の

配信のほか、「原産協会のしおり」や英文パンフレッ

ト「Introduction to JAIF」等の広報用資料を発行し

た。また、原子力広報関係者による「情報連絡会」お

よび「インフォコム2010」を開催し、原子力PA等の

経験や情報の共有を行った。 

・「原産会員エクスプレス」（毎月1日、15日配信：

配信数約1,000件） 

・「原産協会メールマガジン」（毎月配信：配信数約

4,000件） 

・「原産協会のしおり」および「Introduction to 

JAIF」（7月発行） 

・原産新聞別冊特集「原子力発電―人材育成の息吹」

発行（3月発行） 

・「情報連絡会」（2月開催：地層処分に関する理解

促進活動、各機関のPA活動を紹介。電力、メーカ

ー、関係機関などから約20名が参加） 

・「インフォコム2010」（放射線治療の現状と将来、

原子力理解にむけたコミュニケーションをテー

マに5月に開催。電力、メーカー、関係機関等か

ら約40名が参加）。 

 

④ 会員連絡会合 

会員へのタイムリーな情報提供と当協会の活動報

告、幅広い会員の意見･要望の聴取および会員間の連携

強化をはかるため、3口以上の会員を対象とした「会

員情報連絡協議会」を4回開催し、最新原子力情報の

提供と意見交換を行った。 

1～2口会員を対象とした第2回原産会員フォーラム
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は、東日本大震災の影響を考慮し開催を中止した。 

 

⑤ 原子力新年の集い 

原子力新年の集いを平成23年1月5日に開催した。会

員組織の関係者を中心に約1,400名の国内外の関係者

が一堂に会し、新年の決意を新たにするとともに、会

員相互の交流が行われた。 

⑥ 輸送･貯蔵関係会員サービス 

放射性物質輸送･貯蔵分野における、安全規制、国際

動向、技術課題等の情報提供と、業界交流による産業

の育成･発展をはかるため、輸送・貯蔵専門調査会の定

例会合を計6回開催し、11テーマの講演を行った。中

堅･若年層の人的資源の質的向上を企図し、準会員制度

の定着化をはかった。（正会員30名、準会員9名） 

 

 

 

 

５．福島第一原子力発電所事故関連 

 

 

 情報発信 

① 海外への情報発信・対応活動 

東日本大震災（3月11日）に伴う福島第一原子力発

電所事故の影響に鑑み、地震発生直後より、震災発生

直後から刻々と変わる情勢について海外の関連団体、

海外メディア等への情報提供に努め、最新の英文情報

を継続的に発信した。また、ホームページに関連情報

のコーナーを設け、原子炉の状況や事故対策等まとめ

た一覧表や環境放射線の推移等の最新の情報をわか

りやすく掲載し、有用な英文情報として海外から膨大

なアクセス数を記録した。 

○英文情報発信 

・「Atoms in Japan」（AIJ）購読登録者845名に

電子メールで第1報を3月11日に配信し、その後

も継続的に、政府、東電等の対応、発電所の新

しい状況について発信。 

・発電所の状況を表にまとめ、ホームページに掲

載。以後、毎日3回、データ更新。 

・避難指示の状況、環境モニタリングの数値など

追加掲載。 

・英文ホームページの閲覧数は、ピーク時１日8.5

万件(従来は月平均1千件程度)に達し、各国のメ

ディアや、米国原子力規制委員会、ドイツ政府

機関、ポーランド原子力庁等に当協会の情報が

引用された。 

○海外関係者、在日大使館関係者に情報発信 

・海外関係者112名、在日大使館関係者（大使、科

学アタッシェ等）137名に、3月14日に状況を発

信し、その後、更新版を発信。 

・発電所の状況と環境影響情報の更新版を、毎日2

か所の外国人記者会（フォーリン・プレスセン

ターおよび日本外国特派員協会）に提供。 

 

② 国内への情報発信・対応 

・ホームページ上に、英文資料と同様、発電所の状

況を表にまとめ、掲載。以後、毎日3回、データ

更新するとともに、メールマガジン等で周知。 

・農産物への出荷制限、飲料水への制限が表明され

たことに対し、ホームページに「環境影響・放射

線被ばく情報」に関する情報を掲載。 

・原子力産業新聞で、福島第一原子力発電所事故を

毎週詳報し、同事故に関しての総理等の発言内容、

政府・東電の対応、各国の反応などを紹介。 

 

 被災者支援 

被災地の状況を把握するため、当協会の会員である

被災地の自治体（双葉町、女川町、宮城県）を見舞い

訪問し、各自治体の意見を聴取した。また、原子力関

係者に呼びかけ、福島県の原子力避難者のための義捐

金募集を行うとともに、会員会社を対象に、福島原子

力発電所事故に伴う避難者への宿舎提供可能性調査、

東日本大震災の被災者への雇用機会提供の可能性調

査を行っている。 
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６．その他日常業務 

 

 

① 新会員入会促進活動 

当協会の活動基盤強化のために、協会内に横断的

なプロジェクト･チームを編成し、新入会員の獲得に

努めた。 

② その他 

近畿大学原子炉研修支援、新技術利用に関する取

り組み(核融合等)を行った。 

 

 

 

 

７．原子力システム研究懇話会の運営 

 

 

原子力システム研究懇話会は、各大学の名誉教授

や学識経験者などが専門分野を超えて交流し、情報

の交換･収集などを行いつつ、蓄積した経験を原子力

のシステム化や社会の発展に寄与することを目的に、

平成2年度以来活動を続けている。 

毎月定例的に開催している会員懇談会では、平成

22年度には計10回の会合を開催し、それぞれ専門家

の講演を聴き、意見交換を行った。 

研究活動の成果を「NSAコメンタリー」としてシ

リーズで編集・発行している。平成22年度は懇話会

設立20年に当ることから No.18「原子力開発の光と

陰を見つめて―原子力システム研究懇話会20年の

あゆみ―」としてとりまとめ、平成22年6月に刊行

した。また、季刊の会報「原子力システムニュース」

では、定例会員懇談会の講演要旨をはじめ、回想、

提言、最近の話題などを紹介した。 

平成22年6月15日に会員総会を東京で開催し、平

成21年度業務報告および収支決算、平成22年度事業

計画および収支予算を報告した。議案審議の後、中

西輝政氏（京都大学教授）による特別講演「日本と

世界のゆくえ」が行われた。 

 

 

 

 

８．総務事項 

 

 

① 会員数の状況 

22年3月31現在 入会 退会等 増減 23年3月31現在

481社 15社 12社 ＋3社 484社 

 

② 総会 

6月22日、第60回通常総会を開催し、次の議案に

ついて審議可決した。 

第1号議案 「平成21年度事業報告および収支決

算案承認の件」 

第2号議案 「平成22年度事業計画および収支予

算案承認の件」 

第3号議案 「役員任期満了につき選任の件」 

③ 理事会 

平成22年度は6回開催し、次の議題について審議

可決した。 

○第339回理事会（平成22年5月20日） 

議題［審議］ 

１．第60回通常総会附議事項 

２．平成21年度事業報告および収支決算 

３．平成22年度収支予算案の一部変更 

４．任期満了に伴う役員選任 

５．会員の入会 

［報告］ 

１．第43回原産年次大会報告および第44
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回大会の開催 

２．原子力産業の海外展開に向けた活動 

○第340回理事会（平成22年6月22日） 

議題［審議］ 

１．常務理事の選任 

２．顧問の選任 

○第341回理事会（平成22年9月14日） 

議題［審議］ 

１．役員異動 

２．顧問選任  

３．会員の入会 

４．一般財団法人原子力国際協力センター

の資金貸付 

［報告］ 

５．原子力安全規制ラウンドテーブルの実

施状況 

６．インドとの原子力平和利用協力に向け

て 

７．高レベル放射性廃棄物処分勉強会報告

書 

○第342回理事会（平成22年11月11日） 

議題［審議］ 

１．平成22年度上半期事業報告および収支

実績 

２．平成23年度中期事業計画 

３．会員の入会 

［報告］ 

４．事務所移転の検討･準備 

５．国際協力･国際展開活動 

○第343回理事会（平成23年1月25日） 

議題［審議］ 

１．公益法人制度改革への対応 

２．会員の入会 

［報告］ 

３．事務所の移転について 

４．原産協会の事業活動について 

・高レベル放射性廃棄物処分シンポジ

ウム 

・第5回原子力産業セミナー2012実施

報告 

・第44回原産年次大会プログラム 

○第344回理事会(平成23年3月16日) 

議題［審議］ 

１．平成23年度事業計画および収支予算 

２．公益法人制度改革への対応（一般社団

法人移行の際の理事･監事の考え方） 

３．会員の入会 

［報告］ 

４．第44回原産年次大会について 

５．福島第一、第二原子力発電所の状況、

および原産協会の対応について 

 

④ 役員の異動 

理事 

（新任） 阪口 正敏 （平成22年9月14日付） 

（退任） 浅野 晴彦 （平成22年9月14日付） 

（新任） 鈴木 篤之 （平成22年9月14日付） 

（退任） 岡﨑 俊雄 （平成22年9月14日付） 

（新任） 岡村  潔 （平成23年5月19日付） 

（退任） 五十嵐安治 （平成23年5月19日付） 

（新任） 正森 滋郎 （平成23年5月19日付） 

（退任） 澤   明 （平成23年5月19日付） 

（新任） 野村 哲也 （平成23年5月19日付） 

（退任） 中村 満義 （平成23年5月19日付） 

 

⑤ 公益法人制度改革への対応 

「一般社団法人(非営利型法人／非営利性が徹底

された法人)」への移行の方針に基づいて、移行後の

定款（機関設計）について、公益法人制度改革諮問

委員会、理事会において検討を進めた。その他、平

成23年度会員総会での附議および移行申請に向け、

諸規程および公益目的支出計画等について検討、情

報収集を行った。 
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９．地方関係組織 

 

 

当協会は以下の5つの地方組織および他の関係組

織と相互に緊密に連絡･協力しつつ、活動を実施して

いる。 

① 関西原子力懇談会 

  (会長：豊松 秀巳 関西電力(株)常務取締役) 

②中部原子力懇談会 

  (会長：柴田 昌治 日本ガイシ(株)取締役会長) 

③東北原子力懇談会 

  (会長：須藤 義悦 東北発電工業(株)相談役) 

④北陸原子力懇談会 

  (会長：松村 文夫 金沢大学名誉教授) 

⑤(社)茨城原子力協議会 

  (会長：佐藤 守弘 筑波大学名誉教授) 

 

 関西原子力懇談会 

平成22年度の活動については、原子力に関する正

しい知識を普及するための諸活動を展開するととも

に、原子力･放射線関連技術等に関する産学共同の調

査研究を実施した。 

① 総合事業 

② 立地地域における原子力広報活動 

③ 都市部における原子力広報活動 

④ ラジオCM等による広報活動 

⑤ マスコミとの連携強化 

⑥ 産･学技術交流と調査研究活動 

⑦ 技術教育活動 

 

 中部原子力懇談会 

平成22年度の活動については、原子力および放射

線について、関係機関と連携をはかり、企画展･セミ

ナー･講演会･施設見学会等を通じ、知識の普及、理

解促進活動を展開した。 

① セミナーの開催 

② 講演会の開催 

③ 見学会の開催 

④ 調査･研究の実施 

⑤ 情報提供の実施 

⑥ 企画展の開催 

⑦ その他活動 

 

 東北原子力懇談会 

平成22年度の活動については、総合的なエネルギ

ー問題と放射線に関する理解浸透のさらなる促進に

向け、以下の4点を活動の力点に、関係機関、諸団

体との密接な連携をはかり、新潟県を含む東北７県

において諸活動を進めた。 

① 低炭素社会実現に向けた原子力の役割に関する

訴求強化 

② プルサーマル･原子燃料サイクル推進に向けた

活動の強化 

③ 次世代層などに対する放射線・原子力に関する

正確な情報提供による正しい知識の普及･啓発 

④ 原子力施設立地地域における広聴・広報活動の

強化と信頼感の醸成 

 

 北陸原子力懇談会 

平成22年度の活動については、北陸地域の実情を

十分に勘案しながら、原子力に対する一層の理解を

深めていただくため、「原子力に対する理解促進」、

「放射線に関する知識の理解促進」を基本方針とし、

諸活動を実施した。 

① 講演会 

② 見学会 

③ 児童図画コンクール 

④ 作文コンクール 

⑤ 講習会･研修会 

⑥ 外部機関での出前講義 

⑦ 会報誌やインターネットによる情報発信 

⑧ 会員との連携 

 

 (社)茨城原子力協議会 

平成22年度の活動については、原子力に関する正

しい知識の普及・啓発のため、各種の広報活動を積

極的に展開した。 

① 普及啓発事業 

② 広報事業 

③ 関係機関との連携、地域との交流促進事業 

④ 会員の研修･交流の促進事業 

⑤ 原子力施設安全調査員の配置 

以 上 


